
前年度並み
の相談件数
（１カ所当た
り）

22年度

22年度

22年度

[目標設定理由] 児童の健全育成の観点から、全て
の児童虐待相談への適切な対応が必要なため

[目標設定理由] 保護された児童が家庭へ戻るた
めに親等への家族再生指導の実施が必要なため

[目標設定理由] 虐待の防止には地域での取組み強
化が必要なため

児童家庭支援セン
ター延べ相談件数

こども家庭センター
での児童虐待相談人
数

(547 千円)

3,703

(43 千円)

300虐待した親への指導
件数

従事人員

2.5人158,569 千円 198,326 千円

事業の目標

事務事業評価資料

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

人件費②

総コスト
（①＋②）

2.5人21,178 千円

事業目的

20,900 千円

方 向 性

177,426 千円

H20

(171 千円)

(661 千円)

5,800

従事人員

従事人員 従事人員

(697 千円)

8,500

(25 千円)

2.5人

平成22年度当初予算額

(122,358 千円)

188,515 千円

従事人員

施策名

事業名

21年度
見込み

平成21年度当初予算額

(119,752 千円)

区 分

2.5人

① こども家庭センターでの児童虐待相談での適切な対
応の実施

② 虐待の再発防止のための的確な家族再生指導の実施

③ 地域での相談体制の充実

実
施
方
針

評
価
結
果

説

明

増加する児童虐待事案に対応するため、こども家庭センターの体制を強化する。

実施手法の
見直し内容

民間・市町との役割分担

受益と負担の適正化

必 要 性

目標の達成度
を示す指標

(127 千円)

指標名
20年度
実績

1,245

目 標

目標値 年度

前年度並み
の相談件数

前年度並み
の指導件数

(34 千円)

(162 千円)

137,391 千円

22年度
目標

達成率（％）

H21 H22

1,224

290 300

1,224

家庭内暴力対策の推進

児童虐待防止対策体制強化事業

平成20年度決算額

(97,156 千円)

①児童虐待の防止
②児童虐待事案への的確な対応
③家庭復帰後のフォローアップ

所管部局課名

担当者電話番号

健康福祉部こども局児童課

児童福祉係 078-362-3182

従事人員

事業開始年度昭和23年度

209,025 千円 2.5人

20,510 千円 2.5人

114.5% 98.3% 100.0%

250.0%156.6%111.8%

100.0%103.4%138.8%

有 効 性

効 率 性

・児童虐待事案防止のための対策の推進及びこども家庭センター強化を図るこ
とが必要である。
・児童虐待防止法が改正され、こども家庭センターの立入調査権限等が強化さ
れたことに的確に対応することが必要である。

・虐待相談に対する体制を整備し、相談・指導件数は前年度並みが見込まれ、
適切に対応できている。

・平成20年度から虐待事案の重度化・複雑化に対応するため相談体制を強化す
るため１指標あたりのコストが増加している。
・ただし、児童家庭支援センターについては、１指標あたりコストは減少して
いるが、２１年度から設置箇所を２箇所から５箇所に増やしたためであり、１
センターごとの相談件数は同程度と見込んでいる。

・比較的軽度な案件を取り扱う第一義的な窓口は市町、重度・困難事案につい
ては県（こども家庭センター）という役割分担を基本に、児童家庭支援セン
ター（民間児童養護施設附置）が、２４時間３６５日の体制で県・市町の相談
支援をフォローアップしている。

新規 拡充

凍結(休止)

負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

民間移譲

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲

事業内容
①こども家庭センターの相談機能の強化、②重大困難事案への適切な対応、②虐待
した親等への家族再生指導、③児童虐待24時間ホットラインの設置運営、④児童家
庭支援センターの設置運営支援 等


